
 

 

 

 

 

1945年 8月 6日と 9日の原爆による21万人（内4万人は韓国・朝鮮人）にのぼる広島・長崎市民の無差別大量殺戮、そ

れに続く 8月 15日の日本の降伏を、日本軍国主義ファシズムに対する「自由と民主主義の勝利」と米国は誇り高く主張し

ました。同時に、トルーマン大統領は、戦争終結を早め「多数の民間人の生命を救うため」に原爆を投下したと述べて、ア

メリカ政府が犯した重大な戦争犯罪の責任をごまかす神話を作り上げました。核兵器使用という残虐極まりない戦争犯罪に

対する非難は、同年 8月 10日に日本政府がたった 1回出した抗議声明以外、世界のどの国の政府からも出されませんでし

た。かくして、「自由と民主主義の勝利」という正義達成目的のために使われた手段である核兵器もまた、正当化されてし

まいました。そのため、核兵器そのものの犯罪性が、その後、厳しく追及されないままになってしまいました。 

それが追及されなかったため、「正義は力なり」という米国の本来の主張は、核兵器という大量破壊兵器を使ったことに

よって、実際には「力（＝核兵器）は正義なり」とサカサマになっていたことを暴露する機会が失われてしまったのです。

その結果、核兵器使用は「人道に対する罪」であり、核抑止力は「人道に対する罪」を犯す準備・計画を行う犯罪行為＝「平

和に対する罪」であるという核兵器の本質が、いまだに明確に普遍的な認識となって世界の多くの人たちに共有されていな

いのです。  

原爆の犯罪性が厳しく問われなかったことから、その犯罪の犠牲者である被爆者の戦争被害の実態も長年にわたって無視

され、69 年たった今も多くの被爆者が原爆症認定や援護を受けるために苦しい裁判闘争を余儀なくされています。その一

方で、被爆者は政治的には「原爆被害者」として「聖化」され、米国政府の責任も核抑止力の犯罪性も問わないままで「究

極的」核兵器廃絶というスローガンだけを唱え続ける政治家や御用学者に、核被害のシンボルとして都合良く利用され続け

ています。このように原爆の犯罪性を不問にしたこと、その結果、放射能汚染被害を甚だしく軽視し、日本も核兵器製造能

力を持つことを目指したことなどが、無批判で安易な原子力利用の導入・拡大を許し、結局は福島原発大事故を引き起こし、

再び数多くの被曝者を出すことにもなってしまいました。 

一方、日本は、1945年8月15日に発表した終戦の詔勅（天皇メッセージ）で、「非人道的な原爆のゆえに降伏せざるをえ

なかった」と述べ、「原爆投下」だけを降伏決定要因とし、15年という長期にわたってアジア太平洋各地で日本軍が犯した

様々な戦争犯罪や、アジア各地で起きていた抗日闘争を徹底的に無視するどころか、戦争は「アジア解放」のためであった

との自己正当化のために原爆被害を利用しました。かくして戦争犠牲者意識だけを煽ることによって、天皇自身をはじめと

する戦争指導者の侵略戦争の責任はもちろん、日本国民がアジア太平洋のさまざまな人たちに対して負っている責任をも隠

蔽する手段の一つに「原爆投下」を利用したのです。こうして、アメリカ政府同様に、日本政府もまた原爆殺戮を政治的に

利用して、自国の戦争責任を隠蔽しました。 

しかも、これまで、私たち自身が被害者となった米国の原爆殺戮犯罪の加害責任を厳しく問うことをしてこなかったゆえ

に、私たち日本人がアジア太平洋各地の人たちに対して犯した様々な残虐な戦争犯罪の加害責任も厳しく追及しないという

二重に無責任な姿勢を産み出し続けてきました。そのため、米国の軍事支配には奴隷的に従属する一方で、アジア諸国から

は信頼されないため、いつまでたっても平和で友好的な国際関係を築けない情けない国となっています。 

このように、日米両国が犯した由々しい戦争犯罪行為の責任のどちらもがこれまで真剣に問われなかった事実は、今わた

したちが暮らしている日本社会の閉塞した現状と実際には深く且つ密接に関連しているのです。特定秘密保護法導入、集団

的自衛権行使容認閣議決定、「河野談話」や「村山談話」の実質的否定、原発再稼働など、安倍政権が矢継ぎ早に出してい

る反民主主義的で人権無視の政策は、この 69年にわたって蓄積されてきたこのような日米両国の戦争責任問題と密接に絡

んだいろいろな矛盾が、今まざまざと露呈しているのだと言えます。 

したがって、私たちには、もう一度「原爆殺戮」と「日本軍残虐行為」という二つの「人道に対する罪」の原点に立ち戻

り、その視点からアメリカをはじめとする核保有国や核の傘に依存する日本などの核抑止力神話を打ち破るとともに、確固

とした戦争反対の国際連帯を構築することが求められています。かつて石橋湛山は、「戦法の極意は人の和にある」と述べ、

平和構築のための最も有効な方法は様々な市民の和＝国際的連帯であることを強調しました。いま安倍内閣がおしすすめて

いる様々な政策は、国内的にも国際的にも「人の和」を破壊するようなものばかりです。このような憂ふべき現状を打破す

るために必要なことは、欺瞞に満ちた安倍内閣を一刻も早く打倒することです。       ２０１４年８月６日 

８．６ヒロシマ平和へのつどい20１4（代表／田中利幸）参加者一同 

(広島市西区天満町13-1-810 kunonaruaki@hotmail.com 郵便振替01320‐6‐7576「8･6つどい」) 

市民の平和宣言 2014 
原爆殺戮と侵略戦争の責任を追求し、安倍政権を打倒しよう！ 

 

 

 


